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診療所における内視鏡胃がん検診数の決定要因

後　藤　　　励1）　　　新　井　康　平2）　　　謝　花　典　子3）　　　濱　島　ちさと4）

【目的】　内視鏡胃がん検診を診療所レベルで実施する際に，どのような資
源が検診数に影響しているのかを検証する。  

　【方法】　診療所レベルでの内視鏡胃がん検診を 10年前後に渡り，実施し
てきた鳥取県米子市と新潟県新潟市の診療所に郵送質問票調査を実施した。
人的資源，物的資源，医師の特性，といった変数を説明変数として測定し，
週当たりの検診数を被説明変数としたポアソン回帰を行った。また，各診療
所の今後の検診件数増加の意向についても調査した。  

　【結果】　消化器内視鏡学会専門医の有無と医師の年齢を除けば，主には物
的資源が検診数に有意に影響を与える変数となった。ここで物的資源の変数
は，内視鏡本数，全自動洗浄機の保有，専用内視鏡室の有無などから構成さ
れており，いずれも検診数を増加させる要因だった。  

　【結論】　内視鏡検診の件数増加については，物的資源への投資の有効性が
示唆された。
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I.　緒　　　言

胃がんは，2011年の死亡数が男性では肺がんに
続いて第 2位，女性では大腸がん・肺がんについで
3位，2007年の罹患者数が男性では第 1位，女性で
は第 3位である1）。1983年からは老人健康保健法の
下，40歳以上の住民全員に対策型検診として主と
して X線検診が行われている。
検診受診率について，国民生活基礎調査から推定
された受診率をみると，2010年で男性 34.3%，女
性 26.3%と低く2），2007年に策定された「がん対策
推進基本計画」では，これを 50%以上にすること
が掲げられている。
検診によって胃がんの死亡率を低下させるために

は，死亡率減少効果のある検診をより多くの住民に
供給する必要である。海外では，受診率向上のため
に様々な取り組みが行われており，その効果に関す
る研究も蓄積されている3）。日本でも，がん検診の
需要面に関して，検診費用の低下や受診勧奨，個別
検診が受診需要を高めるという研究がある4-6）。特
に高久（2011）では，個別検診の普及が受診率を向
上させるという結果を見いだしている6）。
個別検診は，地域医師会が中心となり個々の医療
機関の協力の下で行われることが多い。しかし，受
診者が増加したとしても，個別検診増加に対応でき
るかは，医療機関の供給能力に依存する。したがっ
て，需要増加に供給体制が追いつかなければ，実際
に受診率向上ができるかどうかは不明確である。

X線検診については，現在でもその供給能力が疑
問視されている。一般臨床現場での胃がんに関する
検査技術は，1980年代後半にすでに内視鏡が主役
となっており，現在では胃 X検査を行う医師や検

1）京都大学　白眉センター・経済学研究科
2）群馬大学　社会情報学部
3）山陰労災病院　消化器内科
4）国立がん研究センター　がん予防・検診研究センター



―日本医療・病院管理学会誌 Vol. 50　No. 3（210）26

査技師は高齢化している7）。一方，医療施設調査（静
態）による上部消化管内視鏡検査の患者数8）をみる
と，1ケ月間での保険・非保険合わせた患者数は，
2002年で 85万件であったものが，2008年には 91

万件に増加している。
内視鏡検査についてのもう一つの特徴は，診療所
での普及がめざましいことである。2008年の 91万
件のうち，病院で 53万件，診療所で 38万件と総数
では病院の方が多いが，2002年に比べると，病院
では 3%件数が減少しているものの診療所では 24%

増加している。このように，胃内視鏡検査の供給場
所として，診療所の重要性が増している。受診者が
近くの診療所で検診を受けられることは，利便性が
高い。検査技術の診療所への普及拡大と受診者の利
便性を考えると，地域における診療所も含めた検診
体制構築は，内視鏡を用いた胃がん検診の重要な選
択肢といえる。
現在でも自治体の中には，地元医師会との協力に
より，診療所での内視鏡検診を行っているところが
ある。2009年 1月時点では，全国の自治体の 11.7%

にあたる 212自治体で内視鏡胃がん検診が行われて
いた9）。
本稿では，長期間にわたり内視鏡検診プログラム
を継続している，鳥取県米子市と新潟県新潟市の診
療所へのアンケート調査を用い，内視鏡胃がん検診
の供給（検診数）の決定要因を明らかにすることを
試みる。

II.　対象・方法

A.　両市の内視鏡胃がん検診の概要
本論文では，自治体が内視鏡検診に費用補助を
行っている，鳥取県米子市と新潟県新潟市の検診医
療機関に対し，郵送質問票調査を行った。まず，両
市の内視鏡検診の現状について，簡単に説明する。
米子市は 2000年度より，新潟市は 2003年度より
地域医療機関における内視鏡胃がん検診が導入され
ている10,11）。表 1に，両市の内視鏡検診概要につい
てまとめている。両市の検診システムの大きな違い
は，新潟市が年間を通して施設検診を行っているの
に対して，米子市は 7月から 12月までの半年間に
集中させていることである。対象年齢は米子市の方
が 40歳以上としており，新潟市よりもいくぶん幅
広い。両市とも，検診担当医と読影委員会でのダブ
ルチェックを義務化している。胃がん検診総数に対
して，米子市では 77.0%が，新潟市では 45.8%が
内視鏡検診となっている。

2008年度より全市町村共通で推計対象者数｛市
町村人口−（就業者数−農林水産業従事者数）｝を算
出し受診率を計算することが，厚生労働省「がん検
診評価に関する委員会」において提案されている。
本稿では，両市の推計対象者数を分母とし，両市で
報告されている内視鏡・X線検診受診者数の和を分
母として胃がん検診受診率を計算した。X線検診を
含めた胃がん検診の受診率は米子市 28.1%，新潟市
30.3%であった。

B.　対象
郵送自記式調査票を送付した医療機関のリスト

表 1　両市における内視鏡胃がん検診の現状

米子市 新潟市

住民検診開始 2000年 2003年
対象年齢 40歳以上 40歳・45歳・50歳以上

自己負担金（2011） 3,300円
（70歳以上は 1,100円）

3,400円
（国保加入者は 1,700円 60歳以上は無料）

実施期間 7月～12月 通年

検診結果のダブルチェック 検診医・読影委員会委員の
ダブルチェックの義務化

検診医・読影委員会委員の
ダブルチェックの義務化

内視鏡検診数（2007年） 9,409件 28,715件
総検診数に対する
内視鏡検診の割合（2007年） 77.0% 45.8%

受診率（2009年　X線検診含む）
*分母は，全市町村共通の推計対象者数 28.1% 30.3%

人口（2005年） 149,584人 813,847人



2013. 7 日本医療・病院管理学会誌―（211） 27

は，医師会名簿に基づいて両市の内視鏡胃がん検診
プログラムに参加する全施設を抽出した。リストに
従い，米子市は 2010年 10月に，新潟市は 2010年
11月にそれぞれ調査票を送付した。送付数は米子
市 55，新潟市 141の合計 196医療機関である。回
収は郵送により行った。なお，本研究は国立がん研
究センター倫理委員会の承認を受けた。

C.　検診数に影響を与えうる要因の仮説設定
ある診療所の検診数に影響を与える要因はなんだ
ろうか。経済学的には，内視鏡検診のようなサービ
スの生産関数は，労働投入量と資源投入量の関数と
して表現される。そこで，診療所の検診数に影響を
与える要因として，人的資源と物的資源を想定した。
これら両資源の具体的な項目は，アンケート調査実
施前の 2010年の 8月に米子市において 2人の検診
施行医に対して予備的なインタビュー調査を行い，
また実際の内視鏡検診を観察することでいくつかの
仮説を設定した。
人的資源には，医師，看護師，そして事務職員の
数がありえる。人的資源の 1つめの要素である「医
師数」は内視鏡検診を実施する主体であり，検診数
決定の基本的な要因の一つであるといえる。医師数
が検診数を規定するかどうかについては，必ずしも
そうではない可能性もある。なぜならば，質問票作
成のために実施された事前の観察調査では，準備や
洗浄などの後片付けを含む内視鏡胃がん検診全体に
必要とされる時間は 30分から 45分ほどだった。一
方，実際に医師が検診を行う時間は 10分程度で，
診療所間の差もそれほどなかったからである。した
がって，複数の内視鏡検査室を保持する診療所でな
い限り，医師数の検診数に与える影響は限定的であ
る可能性がある。
一方，看護師は内視鏡胃がん検診に必要とされる
時間のほぼ全てに関与していた。そこで，人的資源
の 2つ目の要素として「看護師数」を設定する。た
だし，事前の観察調査では，看護師の作業は他の診
療行為と並行して実施されるものが多いという特徴
があった。特に準備作業や事前の投薬，全自動洗浄
機による洗浄や片付けは他の診療行為の合間に実施
されるものが多く，また，複数の看護師間で代替し
ながら作業を進めるという場合が多かった。この点
からは看護師数は，影響要因としては限定的である
可能性もある。 

医師数と看護師数は人的資源の数量に関する変数
であるが，人的資源の質についても考慮する必要が
ある。人的資源の質の例として，消化器内視鏡学会
の専門医が診療所にいるかどうかのダミー変数を設
定した。また，医師自身が胃内視鏡検診について慣
れているかどうかも検診数を左右する要因といえ
る。これについては，客観的な回答を引き出すため，
自治体からの委託以前から胃内視鏡検診を実施して
いたかどうか（「委託前の胃内視鏡検診実施ダミー」
変数）を設定した。「院長年齢」が検診件数に与え
る影響は正負双方の可能性がある。それは，症例蓄
積による内視鏡検診効率の上昇と，体力的な問題で
の検診効率低下である。双方の影響をみるために「院
長年齢」は二乗項も含めて分析を行った。
物的資源についても，観察調査の結果，検診数の
決定要因となるのは，多くの場合洗浄作業であるこ
とが観察されたため，洗浄中の内視鏡とは別にもう
一本内視鏡があるかどうかが効率的な検診に影響し
ていた。そこで「内視鏡本数」を物的資源の要素と
して設定した。
また，胃内視鏡が経口であるか経鼻であるかで作
業時間が異なることも観察された。経鼻内視鏡は前
処置段階でかかる時間が相対的に長いため，一定時
間に行うサービス数という意味での作業効率性が若
干落ちると推測された。そこで「経鼻内視鏡本数」
も変数として設定した。
「全自動洗浄機の有無」も洗浄時間を短縮し，看
護師や事務職員などの業務を軽減するうえで重要と
なる。全自動洗浄機ではなく浸漬槽などを用いた場
合，浸漬時間が余分に発生し看護師や事務職員によ
る手洗いが必要であるため，洗浄時間が数十分長引
いてしまう。結果，待ち時間が長くなるとともに職
員の作業時間も長くなる，という問題があるからで
ある。よって，全自動洗浄機を保有しているかどう
かも変数として測定した。そして，物的資源の最後
の要素に「専用内視鏡室設置の有無」を設定した。
これは，前投薬等の手待ち時間の分散を吸収するう
えで，専用室があるのとないのでは効率性が異なる
と推定されたことによる。専用室がない場合，前投
薬が数分長引いただけでも検診が他の診療待ちにな
ることがあったのに対して，専用室がある場合は，
他の診療との相互依存性は低くなる。その結果とし
て，効率的な検診が可能になる可能性が高いといえ
る。
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人的資源や物的資源の他にも，検診数に影響を与
える要因をコントロールする必要がある。米子と新
潟は地域要因も違うため，「米子ダミー」変数を設
定した。内視鏡検診以外の診療の労働負担をコント
ロールするため「外来患者数」を設定した。この変
数は，質問時の直近 1週間の実数を用いている。ま
た，両市とも直接 X線による胃がん個別検診が行
われている。胃 X線検診を行っている診療所では，
両技術が代替的であれば，胃内視鏡検診数が相対的
に減少すると考えられるため，この「胃 X線検診数」
も変数として設定している。
いくつかの診療所では効率的な検診運営を行うた
めに，胃内視鏡検診日を固定して検診するという実
践がみられた。この成果を確認するために「内視鏡
検診日固定ダミー」という変数も設定した。

D.　被説明変数と推定方法
被説明変数である検診数の測定方法については，

なるべく正確な把握を目指すため，質問票送付日か
ら 1週間を遡って日ごとに検診数を記録する方法を
とった。これら 1週間分を事後的に合計したものが
「検診数」変数である。なお，この検診数には，保
険診療として行った内視鏡件数は含まれない。
被説明変数の検診数はカウントデータであるた

め，推定方法はポアソン回帰を用いる。

E.　内視鏡検診数増加の意向　
ここまでの議論は，調査時点での検診件数に関す
る分析であった。そこで，今後の件数増加について，
増加を希望するかと，現有のスタッフ数と設備を前
提にして増加が可能であるかを 5段階で問う変数を
設定した。選択肢は，増加希望に関してが，1 : 希
望する～5 : 希望しない，増加可能性に関してが，
1 : 可能である～5 : 増加可能でないである。
なお，本分析には，統計解析ソフトウェアの R（ver. 

2.14.0）を用いている12）。

III.　結　　　果

調査対象数と回収率については，表 2の通りであ
る。
質問票を送付した 196医療機関のうち，回答が
あったのは 147機関であり回収率は 75.0%となっ
た。なお，両市の回収率には統計的な有意差はない。
回答があった医療機関のうち，病院やすでに内視鏡
胃がん検診の委託先から離脱した診療所も含まれて
いたため，それらを除いて，最終的には 120診療所
の回答を分析対象とした。
サンプルの記述統計量は次の表 3のとおりであ
る。診療所は平均して医師が 1.3名，看護師が 2.7名，
事務職員数が 2.3人という結果となった。看護師の
ほぼ全員が内視鏡検診に関わっていたが，事務職員
が関わる場合は例外的であった。院長の年齢は平均
57歳であった。また，消化器内視鏡学会の専門医
がいる施設の割合は 25.0%となった。
内視鏡の本数は平均 1.9本であり，1本の内視鏡
で検診を行っている施設も 4分の 1以上は見られ
た。全自動洗浄機を置いている診療所は 7割にのぼ
り，半分程度の診療所で専用内視鏡室での検診を
行っていた。
回答一週間前の週当たり外来患者数は平均 313人

であった。内視鏡検診の件数は平均 1週間あたり 7.7

件であった。胃 X線検診を全く行っていない診療
所は 70診療所（全体の 58.3%）であった。
続いて，前節で示した説明変数群を用いた回帰分
析の結果を示す。パラメータの推定結果は表 4のと
おりである。
分析結果から，次の 6点が示された。まず 1点目
は，人的資源について，単にその数量は検診件数に
影響を与えず，学会専門医がいるかどうか（0.244, 

表 2　調査対象数と回収率

合計 うち，米子 うち，新潟

送付数 196 55 141

回収数（回収率） 147 （75.0%） 38 （69.1%） 104 （73.8%）
（うち，除外数※） （27） （2） （20）
最終サンプルサイズ 120 36 84

除外理由としては，内視鏡胃がん検診の委託先からの離脱，診療所ではなく病院，がある。地域により
回収率に差があるのかについて検定したところ，カイ二乗値 =0.119　（p=0.730）で，地域別の回収率に
有意差はなかった。
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表 3　記述統計量

平均 標準偏差 第 1四分位 中央値 第 3四分位

【人的資源関連の変数】
医師数 1.325 0.97 1 1 1

　（内視鏡胃がん検診に関わる医師数） 1.008 0.33 1 1 1

　（内視鏡胃がん検診に関わる専門医数） 0.258 0.46 0 0 0.25

看護師数 2.725 2.09 2 2 3

　（内視鏡胃がん検診に関わる看護師数） 2.150 1.14 1 2 3

事務職員数 2.328 1.02 2 2 3

　（内視鏡胃がん検診に関わる事務職員数） 0.101 0.38 0 0 0

消化器専門医ダミー
　（検診担当医が消化器専門医なら 1のダミー変数） 0.250 0.44 ─ ─ ─

委託前の胃内視鏡検診実施（有りなら 1のダミー変数） 0.854 0.35 ─ ─ ─
院長年齢（歳）  56.92 8.79  51  55  63

【物的資源関連の変数】
内視鏡本数（本） 1.892 1.04 1 2 2

　（うち経鼻内視鏡本数（本）） 0.65 0.80 0 1 1

全自動洗浄機設置の有無（有りなら 1のダミー変数） 0.70 0.46 ─ ─ ─
専用内視鏡室設置の有無（有りなら 1のダミー変数） 0.50 0.50 ─ ─ ─

【診療状況の変数】      

外来患者数（質問時の直近 1週間実数） 313.5 152.4 210.75 283.5 410.5

内視鏡胃がん検診数（質問時の直近 1週間実数） 7.683 　6.85 3 6  11

胃 X線検診数（年あたり回数）  34.53  72.33 0 0  30

【その他の変数】
米子ダミー（米子なら 1のダミー変数） 0.300 　0.46 ─ ─ ─
内視鏡検診日固定の有無（有りなら 1のダミー変数） 0.267 　0.44 ─ ─ ─

表 4　ポアソン回帰の結果　〔被説明変数 : 各診療所における週間内視鏡胃がん検診数〕

変数名 係数 標準誤差 z値 p値 

（切片） −2.983 1.456 −2.049 0.040 *

【人的資源の数量】
内視鏡胃がん検診に関わる医師数 0.080 0.109 0.730 0.465

内視鏡胃がん検診に関わる看護師数 −0.009 0.031 −0.299 0.765

【人的資源の性質】
消化器専門医ダミー 0.244 0.084 2.920 0.004 **

委託前の胃内視鏡検診実施 0.044 0.115 0.386 0.700

院長年齢 0.117 0.048 2.423 0.015 *

院長年齢の二乗 −0.001 0.000 −2.205 0.027 *

【物的資源】
内視鏡本数 0.191 0.039 4.877 <0.001 ***

経鼻内視鏡本数 −0.150 0.053 −2.814 0.005 **

全自動洗浄機設置の有無 0.193 0.091 2.121 0.034 *

専用内視鏡室設置の有無 0.237 0.077 3.078 0.002 **

【そのほかの変数】
外来患者数 0.001 0.000 5.538 <0.001 ***

胃 X線検診数 −0.001 0.001 −1.902 0.057

米子ダミー 0.736 0.082 8.979 <0.001 ***

内視鏡検診日固定の有無 0.011 0.089 0.122 0.903

AICは 790.87。N=109。 * p<0.05，** p<0.01， ***p<0.001。
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p=0.004）が有意に件数増加と関連があった。内視
鏡本数（0.191, p<0.001）や全自動洗浄機（0.193, 

p=0.034），そして専用内視鏡室の設置（0.237, p= 

0.002）といった物的資源の要因が全て正に有意で
あった。したがって，人的資源の性質や物的資源が
主たる検診数の決定要因となっている可能性が示唆
された。2点目は，経鼻内視鏡は経口内視鏡に比べ
て，有意に件数を下げる効果がある（−0.150, 

p=0.005）ということである。3点目は，年齢の項
が正（0.117, p=0.015），その二乗項が負（−0.00901, 

p=0.027）であるため，検診件数が最大となる年齢
は年齢に関して微分した導関数が 0となる条件から
求められる。実際の数値を当てはまると 0.117/2×

（−0.000901）=64.9である。つまり 64.9歳を境に，
それまでは年齢が上がれば検診数を増加させるが，
64.9歳で最大となり以降は減少させる。4点目は，
医師の過去の胃内視鏡検診実施の経験が検診数に有
意に影響していないということから，検診プログラ
ム参加を契機に内視鏡技術を習得した場合でも検診
数は以前より内視鏡を行っていた医師と変わらな
い。5点目は，内視鏡検診日の固定という実践は，
必ずしも検診数を増加させるわけではないというこ
とである。これは，多数の検診をこなそうという状
況に対応するために診療所で考案されたものなのだ
が，効果があるとは言い切れない。6点目は，検診
件数について米子市ダミーが正であり，米子の方が
検診件数が多い（0.736, p<0.001）。表 1に示したよ

うに，米子では内視鏡検診を 7月から 12月に限定
しているため，受診者が集中するものと考えられる。
今後の検診件数の増加についての医師の意識につ
いて，現有スタッフと設備を前提にした件数の増加
可能性について，56.4%の診療所で可能またはどち
らかというと可能と答えていた〔図 1〕。一方，増
加を希望するかどうかについては，希望またはどち
らかというと希望という回答は，40.1%と増加可能
と答えている診療所より少なく，55.6%の診療所で
増加を希望するかどうかについてはどちらともいえ
ないという回答であった。

IV.　考　　　察

公的ながん検診は，科学的な根拠に基づいたもの
を推進するべく国内外の知見に基づいた疫学的な評
価が行われている。胃がん検診では，現在胃 X線
検診が推奨されているが，診療技術としては胃内視
鏡が普及しており，任意型の検診として胃内視鏡検
診が幅広く行われている。また，独自の試みとして
検診費用に補助を出している自治体もある。両市で
は，半分以上の診療所で胃X線検診を行っておらず，
集団検診や病院での検診をのぞいた診療所での検診
に限ると，両市の胃がん検診の中心はすでに内視鏡
に移っていると言っても過言ではない。
最近では，内視鏡検診の死亡率減少効果に関する

検討も行われている。小越らは，X線検診に比して

図 1　内視鏡検診増加に対する意識
　 データ総数は117。数字は全体に対する割合（%）を示す。選択肢は次の通り　1 : 希望する /可能で

ある　2 : どちらかというと希望する /どちらかというと可能である　3 : どちらともいえない　4 :
どちらかというと希望しない /どちらかというと可能でない　5 : 希望しない /可能でない
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内視鏡検診では偽陰性率が低く，3年以内の死亡率
がほぼ同じであることを報告している11）。細川らは，
対策型胃 X線検診受診者と任意型内視鏡検診受診
者を地域がん登録と照合している。性別と年齢を考
慮した結果，X線検診受診者に対して内視鏡検診受
診者で有意に 5年以内胃がん死亡率が低いことを報
告している7）。このように，胃内視鏡検診の死亡率
減少効果を示唆する研究は報告されているが，確固
たる結果は得られていない状況である。
今後，内視鏡検診の死亡率減少効果についての科
学的な根拠が蓄積され，対策型検診として推奨され
ることもあり得る。しかし，内視鏡胃がん検診は，
大腸がん検診における便潜血検査のように，結果の
説明以外には人的物的資源がほとんど必要でない検
診とは異なり，内視鏡関連機器や検査室，洗浄装置
といった物的資源と，内視鏡の行える医師や準備・
介助・片付けを行う看護師と言った人的資源，双方
の資源集約的な検診である。したがって，効果に関
する根拠の検討，受診勧奨のための需要因子の分析
と同時に，供給能力の決定要因の検討が必要となる。
本稿では，10年前後にわたり診療所中心に内視
鏡検診に取り組んでいる 2地域に対して，検診数を
左右する要因を明らかにするため，郵送自記式調査
票のデータを収集し分析した。
人的資源では，医師数や看護師数といった数量に
ついて，件数の増加に有意な影響を与えなかった。
医師や看護師の不足が問題となっている現在，医師
や看護師を新規に雇用するのは難しい場合が多い。
内視鏡検診を増やすとしても，困難な投資ではなく，
以下で述べるような別の投資を行えば十分であるこ
とを示唆している。
人的資源の性質として，消化器内視鏡学会専門医
がいる診療所では検診件数が多かった。これは，専
門家としてのトレーニングや医師としての臨床経験
が，看護師との協働を含めて検診サービスの効率的
な供給を可能としていると考えられる。また，医師
の年齢については，64.9歳を境に検診件数に与える
影響が増加から減少に転じた。これは，経験による
サービス効率化やかかりつけ患者の増加による検診
対象者の増加という要因と，医師の高齢化による体
力低下の双方の影響が混合される事によるのではな
いかと考えられる。しかし，現状検診プログラムに
参加している施設でこれらの要素を変化させること
は難しい。また，医師の年齢に応じて受け入れられ

る検診者数が異なるのであれば，年齢に応じた役割
分担を行うことも可能であろう。実際の検査よりも
読影の方の負担が少ないのであれば，高年齢層には
検査より読影への積極的な参加を促すという方向性
も考えられる。 

物的資源に関する変数では，内視鏡の本数，全自
動洗浄機の有無，専用内視鏡室の有無は件数増加に
つながっていた。これら物的資源への投資は費用面
での問題があるが，適切な人材を探すことができあ
る程度の期間雇用できることが条件の人的資源への
投資に比べると，一旦導入すれば供給能力は確実に
増加する。短期的な需要の増加に関しては，物的資
源への投資が有効であろう。経鼻内視鏡は経口内視
鏡に比べて検診件数が少なかった。前処置に対する
時間の差などが影響している可能性があるが，そも
そも経鼻内視鏡は内視鏡挿入時の受診者の不快感・
苦痛の軽減を意図しており，研究上も支持されてい
る13）。一方，鼻出血といった経口にはない偶発症も
見られる14）。検査自体の不快感や偶発症は，検診需
要にも影響するため，どちらが検診として望ましい
かは，供給効率性と需要への影響を総合的に判断す
る必要がある。
物的・人的資源と内視鏡検診数の関連では，検診
数が増加したために投資を行って資源量を増やすと
いう因果も考えられる。調査票では，内視鏡検診委
託機関となったのちに人の雇用や物的資源の購入や
リースを行っているかどうか質問した。新たに人を
雇用した診療所数はなく，購入やリースを行った診
療所数は 28（23.3%）であった。物的資源に対する
投資には，診断能力の高い新規技術の導入といった
生産量の増加とは無関係な要因も存在するものの，
検診数の増加のための物的資源への投資という因果
関係を否定はできない。
今後の検診件数増加に対する医師の考えについて
は，半数以上の医師は今のままでの人的物的資源で
も件数増加は可能であると考えているのに対し，希
望している医師は，4割程度にとどまっている。増
加可能性と希望が乖離している状況は，現状の資源
を前提にするとすでに非常に効率的に運営されてい
る可能性が高い。労働環境の悪化につながることな
く，検診件数を増やすとすれば，物的資源への投資
を進めることやそれに対する補助を行っていくこと
が必要であろう。
最後に，本論文における課題を列挙する。第一に，
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本稿では内視鏡検診の件数に着目しているが，検診
の質に関しては関心を払っていない。物的資源に投
資を行って検診件数を増やしたとしても，見落とし
の増加や検診自体の安全性に問題が起こってしまっ
ては意味がない。両市とも，ダブルチェックによる
読影など精度管理への努力が払われている。した
がって，件数が増加すると，精度管理のコストも増
加することになるだろう。精度管理そのものに対す
る，資源投入の分析は全く手つかずである。
第二に，今回分析した検診プログラムは，受診対
象者を絞り込むことを特に前提にしていない。内視
鏡胃がん検診では，検診間隔や，胃がんのリスクファ
クターに応じた受診者の集約の可能性が提起されて
いる。特に，後者に関してヘリコバクターピロリ菌
抗体と血中ペプシノゲンという血液検査の結果に
よって，ハイリスク群を同定することを提唱する研
究も行われている15,16）。医学的に根拠のある受診者
集約の方法があれば，検診の需給バランスは大きく
変化する可能性がある。
第三に，診療所における内視鏡普及率の高い日本
では，すでに検診と区別することが難しい胃内視鏡
検査が多く行われていると指摘されている17）。内視
鏡胃がん検診プログラムを整備した結果，そうした
保険診療下の検査数がどのように変化するかは不明
である。保険診療科の検査数が減るとすれば，検診
が増えても診療所での総内視鏡検査数は変わらず，
労働負担にも変化はない。
第四に，結果の一般化可能性についてである。今
回調査を行った新潟市は政令指定都市，米子市は中
核市や特例市でない市である。特に，新潟市は周辺
市町村の広域合併により政令市となったため，都市
部から町村部までの幅広い特徴を持つ。しかし，診
療所の密度など医療環境の違うところでの一般化に
は注意が必要である。本稿では，内視鏡胃がん検診
数を決定する要因として物的資源を重視している
が，医療機関の経営状態によっては物的資源に投資
することが困難な場合も考えられる。また，両市と
も内視鏡胃がん検診を医師会主導で行ってからすで
に 10年以上たっている。知識の蓄積や医師間の情
報交換などが生産の効率化に寄与する可能性もある
ため，検診プログラム導入期の自治体とは異なる面
があるだろう。
第五に，検診件数への需要要因の関与である。本
稿では，供給者のサービス生産という面から分析を

行った。しかし，同一地域内でも人口密度や年齢構
成，教育といった，がん検診需要量を決定する要因
は異なる。こうした地域特性の考慮を行ってはいな
いが，検診機関へのアクセスのしやすさに関しては
外来患者数が代理変数となっている可能性がある。
最後に，本稿では，すでに内視鏡検診プログラム
に参加している診療所を分析対象とした。ある診療
所が，なぜプログラムに参加するのかといった意思
決定の影響要因の特定については，今後の研究課題
である。
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Determinants of the number of endoscopic screenings for gastric cancer that can be car-

ried out in general clinics

Rei Goto1）, Kohei Arai2）, Michiko Shabana3） and Chisato Hamashima4）

［Objectives］　The aim of this study was to verify what kind of resources might influence the number of 

endoscopic screenings for gastric cancer when such screening is conducted at the level of a general clinic. 

［Methods］　We carried out a postal questionnaire survey by mailing questionnaires to subjects in Yonago 

city, Tottori prefecture and Niigata city, Niigata prefecture, where endoscopic screening for gastric cancer 

has been performed at the level of general clinics for about 10 years.　Variables such as human resources, 

material resources, and characteristics of doctors were determined as the explanatory variables, and the 

Poisson regression analysis was performed using the numbers of screenings per week as the dependent 

variable.　We also investigated the future intentions of general clinics for increasing the number of screen-

ings. 

［Results］　Besides the presence/absence of medical specialists qualified by  the Japanese Society of Gas-

troenterology and the ages of doctors, mainly material resources exerted a significant influence on the num-

ber of screenings.　The material resources consisted of the number of endoscopes, possession/non-pos-

session of fully automatic washing machines, and presence/absence of exclusive-use endoscopy rooms, all 

of which influenced the number of screenings. 

［Conclusions］　The findings of the study suggested that investment in material resources is effective for 

increasing the number of endoscopic screenings.

Key words : screening of cancer/gastric cancer/endoscope/human resources/material resources/Poisson regression
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